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○　新潟県立大学第２期（H27-32）　「平成２９年度事業計画」

教育研究上の質の向上に関す
る目標

１　教育に関する目標  １　教育に関する目標を達成するための措置

（２） 教育の内容に関する目標

① 入学者受入方針 ① 入学者受入方針に関する具体的方策

＜入試制度＞ 　

1 　入学者選抜方法は、学内委
員会等において事後評価を継
続的に行い、その改善を図る。

入試
委員

会

1 　志願者数の変化を注視し、選抜方
法の改善について検討する。

入試課

2 　多様な能力や経歴を有する
学生を受け入れるため、一般選
抜入試に加え、特別選抜入試
を実施する。

入試
委員

会

2 　外国人特別選抜、帰国生特別選抜
を継続して実施する。

入試課

＜広報活動＞

3 　入学志願者確保のため、ホー
ムページや各種メディアを活用
して大学の知名度向上を図る。

入試
委員

会

3 　ホームページへの掲載情報の見直
しを行うほか、引き続き県内外の新
聞、受験情報サイトなどメディアを活用
した広報活動を行う。

入試課

4 　オープンキャンパスや高校訪
問等を実施し、大学の知名度を
向上させ、優秀な学生の確保
を図る。

入試
委員

会

4 　オープンキャンパス、高校教諭対象
説明会の開催、高校訪問、各種進学
相談会等への参加を通じ、更なる大
学の知名度向上と優秀な学生の獲得
を目指す。

入試課

② 教育課程 ② 教育課程に関する具体的方策

【学部学士課程】 ＜全学共通＞

　大学の基本理念や目標を踏ま
え、語学運用能力や課題解決能
力、高度な専門知識・技術が身
につくよう学生の目的に応じた体
系的なカリキュラムを編成する。

5 　課題を自ら発見し解決する能
力を身につけるため、フィールド
ワーク等の授業を推進する。

教務
委員

会

5 　今年度より履修登録単位数上限制
度を開始することに伴い、学生がより
計画的に履修できるよう、単位数、セ
メスター配当、時間割を見直す。
　　「地（知）の拠点大学による地方創
生推進事業」（COC＋）事業に引き続
き参加し、フィールドワーク等への参加
を促す。

教務学
生課

6 　ＡＣＥ（Academic
Communicative English）科目を
含む英語教育を充実し、英語
活用能力の向上を図る。

教務
委員

会

6 　ACEプログラムや英語資格試験につ
いて引き続き周知し、学生に英語学
習の目標を意識させる。

教務学
生課

教育研究上の質の向上に関する目標を達
成するための措置

教育の内容に関する目標を達成するための
措置

平成２９年度　計画

　各学科・研究科の入学者受入
方針に沿った入学者選抜を行う
とともに継続的にその検証を行
い、必要に応じて入学定員や選
抜制度の見直しを行う。

　第２期中期目標 　第２期中期計画

第２ 第１

（１）
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○　新潟県立大学第２期（H27-32）　「平成２９年度事業計画」

教育研究上の質の向上に関す
る目標

１　教育に関する目標  １　教育に関する目標を達成するための措置

教育研究上の質の向上に関する目標を達
成するための措置

平成２９年度　計画

　第２期中期目標 　第２期中期計画

第２ 第１

＜国際地域学部国際地域学科＞

7 学部・
学科

7-1 　学生の興味・関心や将来の進路等
に対応した履修指導を行う。

教務学
生課

7-2 　学部共通科目によって国際地域学
への導入とコース紹介を行い、１年後
期に学生の興味・関心に応じてコース
選択を行わせる。

教務学
生課

＜人間生活学部子ども学科＞

8 　学部・学科の基本理念や教
育目標を踏まえ、学生が適切
に進路選択できるよう、保育者
（幼稚園教諭、保育士）の養成
を中心に、社会福祉士の資格
取得希望者にも対応したカリ
キュラムを編成する。

学部・
学科

8-1 　資格・免許への意識づけや、将来の
進路等に対応した履修指導を行う。

教務学
生課

8-2 　保育士資格並びに幼稚園教諭免許
の取得に関連した学科の専門科目を
実施する。

教務学
生課

8-3 　社会福祉士国家試験受験への準備
を支援する。

教務学
生課

　学部・学科の基本理念や教
育目標を踏まえ、学生が適切
に進路選択できるよう、「社会
科学」「人文科学」「自然科学」
の学際的な枠組みに基づくコー
スを設定し、体系的なカリキュ
ラムを編成する。
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○　新潟県立大学第２期（H27-32）　「平成２９年度事業計画」

教育研究上の質の向上に関す
る目標

１　教育に関する目標  １　教育に関する目標を達成するための措置

教育研究上の質の向上に関する目標を達
成するための措置

平成２９年度　計画

　第２期中期目標 　第２期中期計画

第２ 第１

＜人間生活学部健康栄養学科＞

9 学部・
学科

9-1 　学生の興味・関心や将来の進路等
に対応した履修指導を行う。

教務学
生課

9-2 　カリキュラムに基づいて、管理栄養
士及び栄養教諭の免許取得に関連し
た学科の専門科目を実施する。

教務学
生課

9-3 　管理栄養士国家試験受験への準備
を支援する。

教務学
生課

【大学院修士課程】

　大学院の基本理念や目標を踏
まえ、学生が実践的なコミュニ
ケーション能力、論理的かつ柔軟
な思考力、情報リテラシー、高度
な専門知識を修得できるよう体
系的なカリキュラムを編成する。

10  大学院の基本理念や教育目
標を踏まえ、学生が高度な専
門知識を修得できるよう体系的
なカリキュラムを編成するととも
に、大学院を活性化させるため
の諸政策を検討し、教育活動
の充実に努める。

大学
院

10 　大学院に対する多様なニーズに対
応できるよう、教育プログラムの再編に
ついて検討する。

企画課

③ 教育方法 ③ 教育方法に関する具体的方策

　専攻分野や授業科目の特性に
応じ、地域との連携を図るなど、
有効な授業形態及び学習方法
を取り入れる。

11 　フィールドワークや視聴覚メ
ディアの活用等、多様な形態で
授業を実施する。

教務
委員

会

11 　　『地域協働演習』を実施しながら、
アクティブ・ラーニングや地域との連携
を可能とする授業方法について、必要
な見直しを行う。

※アクティブ・ラーニング･･･講義スタイ
ルではなく、ディスカッション、プレゼン
テーションなど、学生の能動的な学習
を取り込んだ授業の総称

教務学
生課

　授業科目ごとの学習目標、成
績評価基準を明らかにするととも
に、達成度に応じた公正な評価
を行う。

12 　ディプロマポリシーで定めた資
質・能力を身につけさせるため、
授業内容、到達目標、成績評
価基準、授業計画等を明示し
たシラバスを充実させ、厳正な
成績評価を行う。

教務
委員

会

12 　シラバスの記載内容について充実さ
せるとともに明確にするため、その内容
と形式について検討を進める。

教務学
生課

＜大学院国際地域学研究科＞

　学部・学科の基本理念や教
育目標を踏まえ、学生が適切
に進路選択できるよう、管理栄
養士の受験資格と栄養教諭の
免許取得に対応したカリキュラ
ムを編成する。
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○　新潟県立大学第２期（H27-32）　「平成２９年度事業計画」

教育研究上の質の向上に関す
る目標

１　教育に関する目標  １　教育に関する目標を達成するための措置

（３） 教育の実施体制に関する目標

① 適切な教職員の配置等 ①

　学生に質の高い教育を行い、
教育目標を確実に達成するた
め、適切に教職員を配置し、その
専門性を向上させる。

13 　教職員の専門性を向上させる
ため、研修会等の取組を推進
する。

質保証・
戦略委

員会
人事委

員会

13 　教職員の専門性を向上させるため、
必要な研修の受講機会を設ける。

総務財
務課

② 教育環境の整備 ②

　 　学生の学習効果を高めるため
に自習環境、図書館機能等の教
育環境の充実を図る。

14 　学生の実態、ニーズ及び意見
を把握し、セルフ・アクセス・セ
ンターなどの自習環境等の充
実を図る。

学生部委
員会

教務委員
会

図書委員
会

総務財務
課

14 　学生ニーズ等の把握に努めるととも
に、学内施設利用状況を踏まえた自
習環境等の整備を行う。

教務学
生課

総務財
務課

15 　電子ジャーナルをはじめとす
る電子出版物や各種データ
ベース等について、利用者ニー
ズを踏まえながら充実を図る。

図書
館委
員会

15 　利用ニーズの把握に努めつつ、大学
全体のバランスを踏まえた電子ジャー
ナル等の充実を図る。

教務学
生課

③ 教育活動の評価と改善
 ③

　教育に対する自己点検・評価、
外部評価を実施するとともに、FD
（Faculty Development）活動など
を通して、評価結果を有効に活
用し、教育活動の改善を図る。

16 　学生による授業評価アンケー
トを全学的に行い、その結果を
各教員にフィードバックし、かつ
学内に公表することで、教育内
容や教育方法の改善を図る。

FD委
員会

16 　授業評価アンケートの質問項目を精
査し、より効果的、効率的に実施す
る。

教務学
生課

17 　指導方法の検討や開発を推
進し、教員間の情報の共有を
図るため、教員相互の公開授
業やFD委員会主催の研修会
等を実施する。

FD委
員会

17 　指導方法の工夫・改善に資する内
容の研修会や公開授業を引き続き実
施する。

教務学
生課

④ 教育の質の向上 ④

　社会情勢に対応した質の高い
教育を提供するため、国の大学
教育改革に関する支援プログラ
ムなどに取り組む。

18 　教育の質の向上を図るため、
国の大学教育改革支援プログ
ラム等へ積極的に応募する。

質保証・
戦略委

員会

18 　「地（知）の拠点大学による地方創生
推進事業」（COC+）事業に引き続き取
り組み、本学の教育にフィードバックで
きるよう努める。

業務推
進部

（２） 教育の実施体制に関する目標を達成する
ための措置

平成２９年度　計画

教育の質の向上に関する具体的方策

　第２期中期目標 　第２期中期計画

第１ 教育研究上の質の向上に関する目標を達
成するための措置

適切な教職員の配置等に関する具体
的方策

教育環境の整備に関する具体的方策

教育活動の評価と改善に関する具体的
方策

第２

4  



○　新潟県立大学第２期（H27-32）　「平成２９年度事業計画」

教育研究上の質の向上に関す
る目標

１　教育に関する目標  １　教育に関する目標を達成するための措置

（４） 学生への支援に関する目標

① 学習支援 ① 学習支援に関する具体的方策

　一人ひとりの学生に対して責任
を持って学習指導・支援するため
個別相談指導体制を充実する。

19 　学生が大学教育に適応でき
るよう、入学前後にオリエンテー
ションを実施し、早い段階での
学習への動機付けを高める。

教務
委員

会

19-1 　学生部委員会と連携し、引き続き
入学式前のオリエンテーションを実
施する。

教務学
生課

19-2 　全ての新入生が入学前学習に取り
組めるよう、講座内容の充実を図り
つつ、併せて実施方法等を検討す
る。

教務学
生課

20 　学生が学習目標を設定できる
よう、シラバスを示し、各授業科
目の位置づけを履修モデル等
により明確にする。

教務
委員

会

20 　学生が学習目標を設定しやすいよ
う、シラバス表示方法について教務
システム内のオンライン化を検討す
る。

教務学
生課

21 　オフィスアワー制度を活用し、
アドバイザー教員等によるきめ
細やかな学修指導を充実す
る。

教務
委員

会

21 　アドバイザー教員等によるきめ細や
かな履修指導を行いやすくする履修
ハンドブックの内容を検討する。

教務学
生課

　社会人や留学生が学習を継続
できる制度や支援を充実する。

22 　社会人や留学生の修学実態
や満足度等を調査し、必要な
学修支援を行うとともに生活・
心理面でのケアにも配慮した取
組を進める。

教務
委員

会

22 　交換留学生の学修を支援するた
め、学生の実態把握に努め支援方
法等を検討する。

教務学
生課

23   大学院にて社会人学生の受
け入れ体制を整備し、社会人
が働きながら学べる環境の整
備に努める。

大学
院

23 　社会人が大学院プログラムを利用
しやすくするよう、授業の実施方法
等について検討する。

企画課

　学生が目的を持って、自主的
に学習できる制度・環境を充実
する。

24 　学習時間の増加と質の向上
を図るため、学生の主体的な学
習を支援する。

教務
委員

会

24 　学生が主体的に学習しやすいよ
う、円滑な情報提供を可能とする、
教務システムを含めた学内システム
等の見直しを行う。

教務学
生課

平成２９年度　計画

　第２期中期目標

（３） 学生への支援に関する目標を達成するため
の措置

　第２期中期計画

第１ 教育研究上の質の向上に関する目標を達
成するための措置

第２

5  



○　新潟県立大学第２期（H27-32）　「平成２９年度事業計画」

教育研究上の質の向上に関す
る目標

１　教育に関する目標  １　教育に関する目標を達成するための措置

平成２９年度　計画

　第２期中期目標 　第２期中期計画

第１ 教育研究上の質の向上に関する目標を達
成するための措置

第２

② 生活支援 ② 生活支援に関する具体的方策

　学生が学業に専念できるよう経
済的支援を行う。

25 　各種奨学金の情報提供を充
実させるとともに、授業料減免
等により経済的支援を継続す
る。

教務
学生

課

25 　奨学金や授業料減免等について、
必要とする学生に必要な情報が届く
よう、広報の徹底を図る。

教務学
生課

　学生の自主的な課外活動を奨
励・支援する。

26 　学生生活の実態や、学生の
要望の把握に努め、サークル
活動や自主企画等に対し的確
な支援を実施する。

学生
部委
員会

26 　関係団体と協力して、学生生活実
態調査の結果をもとに、必要な支援
を行う。

教務学
生課

27 　ボランティア活動、競技会参
加等の学生の自主的な課外活
動を奨励し、活動の活性化に
寄与した者を表彰するなどの支
援体制を充実する。

キャリ
アC

27 　ボランティア活動等に関する情報
発信をさらに充実させる。

就職
キャリア
支援課

教務学
生課

　学生の心身の健康管理を行う
とともに、健康相談や情報提供
等のきめ細やかな支援を行う。

28 　定期健康診断の受診を徹底
するとともに、健康相談や健康
に関する情報提供等、学生の
心身の健康管理に関する支援
を充実する。

教務
学生

課

28 　定期健康診断の受診について、保
健室と連携し、受診の徹底に努める
とともに、多様な問題を抱えた学生
の支援を継続する。

教務学
生課
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○　新潟県立大学第２期（H27-32）　「平成２９年度事業計画」

教育研究上の質の向上に関す
る目標

１　教育に関する目標  １　教育に関する目標を達成するための措置

平成２９年度　計画

　第２期中期目標 　第２期中期計画

第１ 教育研究上の質の向上に関する目標を達
成するための措置

第２

③ 就職・進学等支援 ③

　就職や進学を希望する学生に
対し、進路の決定に向けた事前
相談や県などと連携した企業情
報提供等、学生の進路選択に資
するきめ細やかな支援を行うとと
もに、卒業生とのネットワークを充
実し、大学との相互協力を推進
する。

29 　学生の就職意欲、職業観の
醸成を図るため、低学年から
キャリア教育、インターンシップ
を導入し、免許・資格取得に関
する助言・支援体制を充実す
る。

キャリ
アC

29 　低学年次のキャリア教育の充実を
図る取組を行う。

就職
キャリア
支援課

30 　学生の就職や進学に関する
相談や情報提供を的確に行
う。

キャリ
アC

30 　就職活動の進行に合わせた対策
講座を提供できるよう、各講座の実
施時期を見直す。

就職
キャリア
支援課

31 　学生の就職活動を支援する
ため、卒業生とのネットワークを
構築するとともに、求人情報の
収集や学生への進路講演会等
を実施する。

キャリ
アC

31 　卒業生とのネットワーク構築を進め
るとともに、学生が進路選択を考え
る機会を提供するため卒業生を招い
た講座を開催する。
　また、各企業から求人情報等の情
報収集を継続する。

就職
キャリア
支援課

◎ 教育成果などを具体的に評価する指標としては、以下のものを採用する。

・ 卒業時の英語能力（世界的に認められた標準的な能力評価テストを活用）

・ 国家資格の取得率（管理栄養士、社会福祉士等）

・ 志願倍率

・ 授業内容満足度

・ 離学した学生の割合

・ 教員の学生サポート満足度（学習、進学）

・ 国の大学教育改革に関する支援プログラム採択数

・ 就職希望者の就職率

・ 卒業生の就職・進学満足度

・ 留学生の受入・派遣数

（参考指標：学生に占める外国人留学生の割合）

・ 大学院の定員充足率

就職・進学等支援に関する具体的方策
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○　新潟県立大学第２期（H27-32）　「平成２９年度事業計画」

教育研究上の質の向上に関す
る目標

２　研究に関する目標  ２　研究に関する目標を達成するための措置

（１） 研究水準及び成果等に関する
目標

　地域社会の課題解決に積極的
に取り組み、地域の知の拠点とな
ることを目指す。

32 　新潟県が抱える国際化と地
域、少子高齢化、子育て支援、
健康づくり、生活環境などの課
題を研究テーマとして取り組
み、研究成果を論文やシンポジ
ウム等で発表する。

全学 32 　新潟県が抱える諸課題を研究テーマ
として取り組み、シンポジウム等で発表
する。

教務学
生課

業務推
進部

　社会や時代の要請に対応した
最先端の研究に取り組み、国際
水準の研究成果を創出する。

33 　国内外の大学や研究機関と
の共同研究や研修等を通じて
研究水準を向上させ、国際的
水準にあるプロジェクト研究に取
り組む。

全学 33 　国内外の大学や研究機関と交流促
進を図りつつ、研究水準の向上を目指
し、ワークショップやカンファレンス等を
開催する。

業務推
進部

企画課

　新潟ならではの特色ある学術
研究を推進し、世界へ発信する。

34 　大学の発信力を高めるため、
新潟ならではの特色ある学術
研究を推進する。

全学 34 　大学の発信力を高めるよう、新潟を
フィールドとした特色ある研究やプロジェ
クトを推進する。

業務推
進部

企画課

　研究成果の客観的な評価シス
テムを充実し、研究水準や成果
の検証を行う。

35 　研究成果を公正・的確に評価
するよう、適切に教員評価シス
テムを運用する。

質保証・
戦略委

員会

35 　教員評価システムの運用上の課題を
整理し、引き続き教員の活動の成果を
公正・的確に評価する。

総務財
務課

（１） 研究水準及び成果等に関する目標を達成
するための措置

第１ 教育研究上の質の向上に関する目標を達
成するための措置

　第２期中期目標 　第２期中期計画

第２ 平成２９年度　計画
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○　新潟県立大学第２期（H27-32）　「平成２９年度事業計画」

教育研究上の質の向上に関す
る目標

２　研究に関する目標  ２　研究に関する目標を達成するための措置

第１ 教育研究上の質の向上に関する目標を達
成するための措置

　第２期中期目標 　第２期中期計画

第２ 平成２９年度　計画

（２） 研究の実施体制の充実・強化に
関する目標

　研究分野や予算配分の重点化
を図るなど、目指すべき研究成
果が達成されるよう研究実施体
制を充実・強化する。

36 　研究実施体制の充実・強化を
図るため、予算配分の重点化
等を推進する。

財務
委員

会

36 　大学の研究実施体制の充実のため、
研究活動の高度化に向け、予算を重
点的に配分する。

総務財
務課

　研究成果を全学的に集積し、
データベース化して社会に還元
するシステムを充実・強化する。

37 　資料・情報を収集し、データ
ベース化するなどして教育・研
究の充実を推進し、また、その
結果をインターネット等を通じ社
会に提供する。

図書
館委
員会

37 　多様な資料の収集・整理を行い、
データベース化等の作業を進める。

教務学
生課

◎ 研究成果などを具体的に評価する指標としては、以下のものを採用する。

・ 受託・共同研究件数

・ 科学研究費補助金等の出願件数

・ 論文数（査読の有無で区分及び英語論文数）

・ 学会報告件数

・ 著書・美術作品・音楽活動等の発表数

・ 論文の引用件数等

（２） 研究の充実体制の充実・強化に関する目
標を達成するための措置
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○　新潟県立大学第２期（H27-32）　「平成２９年度事業計画」

教育研究上の質の向上に関す
る目標

３　地域貢献・国際化に関する目標
３

（１） 教育研究などにおける地域や社
会との連携・協力に関する目標

　地域の課題に即した研究や共
同事業等に取り組み、その成果
を積極的に地域社会へ還元す
る。

38 　国や地方公共団体の要請に
応じて審議会・委員会等へ教
員を参画させ、政策提言を行
う。

質保証・
戦略委

員会

38 　国や自治体、地域の各種団体等から
の要請に応じて、各種審議会・委員会の
メンバーやアドバイザーなどとして積極的
に参画し、各教員の専門性を社会へ還
元する。

総務財
務課

　地域に開かれた大学として、大
学が有する知的・物的財産を地
域に積極的に開放するとともに、
学生の地域活動への参加を促
進するなど学生が地域とつなが
り、理解を深めるよう努める。

39 　高校生の学習意欲の喚起や
進路選択に資するため、高大
連携講座をはじめとする、県内
の高等学校等との連携事業を
実施する。

入試
委員

会

39 　新潟県教育庁主催の「知の創造セミ
ナー」を引き続き本学で開催されるよう
働きかけ、実施する。
　本学教員の出張授業や高校生の訪問
受入れを引き続き実施する。

入試課

40   地域の課題解決及び学生の
視野拡大を図るため、教員と学
生がそれぞれの専門分野等を
活かして、地域貢献活動に参
画する。

学部・学
科

地域連携
C

40 　地域活動やボランティアの依頼につい
て、学生に情報をスムーズに発信できる
体制を整備する。

業務推
進部

　県民の生涯学習ニーズに対応
した、多様な学習機会を提供す
る。

41 　県民の生涯学習の場として、
公開講座等の多様な学習機会
を提供する。

地域連
携C

教務委
員会

41 　県民の生涯学習の場として、公開講座
等の学習機会を提供し、県民の学習
ニーズに応える。

業務推
進部

（２） 産学官連携の推進に関する目
標

　産学官連携を大学が果たす社
会的使命の一つとして捉え、積
極的に取り組むとともに、「新潟県
におけるシンクタンク」としての役
割を果たす。
　また、地域の企業がグローバル
化などの課題に対応することを支
援する。

42 　地方自治体や企業等の研究
者同士の交流を図って、社会
的ニーズの把握に努め、研究
情報の交換や共同研究を促進
する。

地域
連携C

42 　新潟市や新潟都市圏大学との包括連
携協議会に参加し、各大学との連携を
図る。

業務推
進部

43 　地域連携センターを中心に、
産学官連携や地域連携を大学
全体として推進し、情報発信す
る。

地域
連携C

43 　「地（知）の拠点大学による地方創生
推進事業」（COC+)への参画を通じて、
地方自治体や企業、他大学との連携を
図り、魅力ある地域づくり、人材育成に関
する情報を発信する。

業務推
進部

（１）

平成２９年度　計画

教育研究等における地域や社会との連携・
協力に関する目標を達成するための措置

（２） 産学官連携の推進に関する目標を達成す
るための措置

　第２期中期目標

第１ 教育研究上の質の向上に関する目標を達
成するための措置

　第２期中期計画

第２

地域貢献・国際化に関する目標を達成する
ための措置
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○　新潟県立大学第２期（H27-32）　「平成２９年度事業計画」

教育研究上の質の向上に関す
る目標

３　地域貢献・国際化に関する目標
３

平成２９年度　計画

　第２期中期目標

第１ 教育研究上の質の向上に関する目標を達
成するための措置

　第２期中期計画

第２

地域貢献・国際化に関する目標を達成する
ための措置

（３） 国際化の推進に関する目標

　海外の大学・研究機関との相
互交流等、大学の国際化を積極
的に推進する。

44 　海外語学研修や外国人留学
生の受入など、海外の大学等と
の交流を、積極的に推進する。

国際
交流C

44 　海外語学研修や外国人留学生の受
入等を推進し、国内外の大学等との交
流強化を図る。

国際交
流課

　地域団体等と連携しながら、県
民の多文化理解や県内在住の
外国人との交流など地域の国際
化に協力する。

45 　県民の多文化理解や国際交
流について、積極的に地域団
体等と連携し、地域の国際化に
努める。

国際
交流C
地域
連携

Ｃ

45 　県民の多文化理解や地域の国際化に
資する取組を行う。

国際交
流課

◎

・ 卒業生を採用した企業の満足度

・ 新卒者の県内就職数

・ 公開講座などの聴講者数・教員参画数

・ 受託・共同研究件数（再掲）

・ 国・地方自治体の審議会等の委員委嘱数

・ 大学・教員がマスメディアに取り上げられた件数

・ 卒業時の英語能力（世界的に認められた標準的な能力評価テストを活用）（再掲）

・ 留学生の受入・派遣数（再掲）

（参考指標：学生に占める外国人留学生の割合）

（３） 国際化の推進に関する目標を達成するた
めの措置

地域貢献・国際化の成果を具体的に評価する指標としては、以下のものを採用する。
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○　新潟県立大学第２期（H27-32）　「平成２９年度事業計画」

業務運営の改善及び効率化に
関する目標

１　運営体制の改善に関する目標
１

　戦略的かつ機動的な大学運営
を行うため、理事長がその指導
力、統率力を発揮し、意思決定
を迅速に行うことができるよう運
営する。

46 　理事長が指導力、統率力を
発揮し、戦略的かつ機動的な
法人運営を行うことができるよ
う、必要に応じて適宜体制の見
直し等を行う。

総務
財務

課

46 　理事長が指導力、統率力を発揮し、
戦略的かつ機動的な法人運営を行う
ことができるよう学内組織の見直しを
行う。

総務財
務課

　限られた人員や予算等の学内
資源を効率的かつ柔軟に配分す
る。

47 　全学的視点に立ち、学内資
源を効率的かつ柔軟に配分す
る。

財務
委員

会

47 　学内機関の改廃及び予算の見直し
を行い、本学の情報基盤の整備・拡
充などを踏まえた予算配分を行う。

総務財
務課

　外部の意見を積極的に取り入
れ、適切に反映させる。

48 　自己点検・評価や法人評価
委員会及び認証評価機関によ
る外部評価の結果等を、大学
運営に適切に反映する。

自己点
検・評価
委員会

48 　法人評価委員会での意見につい
て、教職員と学内で共有するともに、
県内企業、関係団体等と積極的に意
見交換を行い、大学運営に反映させ
る。

総務財
務課

　法人が自ら行う点検及び評価
結果や監事による監査結果を業
務運営に反映させる。

49 　法人の監事等による業務運
営、予算執行状況の監査結果
を速やかに反映し、学内資源の
効率的な運用を図る。

総務
財務

課

49 　監事と密な連係を図りつつ意見交換
を行うと共に、監査結果を大学運営に
反映させる。

総務財
務課

２ 人事の適正化に関する目標
２

　非公務員型のメリットを生かし、
教職員の能力が最大限に発揮さ
れるよう、柔軟かつ弾力的に人
事制度を運用する。

50 　勤務形態等の人事制度を、
柔軟かつ弾力的に運用する。

人事
委員

会

50 　教職員の勤務形態等に係る適切な
人事制度について、他大学の情報収
集等を行いながら適宜学内規程の改
正等を検討する。

総務財
務課

　教職員の意欲向上や教育研究
の質的向上を図るため、教職員
の人事評価システムを適切に運
用し、評価結果に基づいた適正
な処遇を行う。

51 　教職員の業績評価制度を本
格実施し、評価結果に基づいた
適正な処遇を行う。

人事
委員

会

51 　教職員評価システムについては、本
格実施後も継続してシステムの見直し
を行うとともに、引き続き教職員の資
質向上のための取組を行う。

総務財
務課

平成２９年度　計画

　第２期中期計画　第２期中期目標

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標
を達成するための措置

第３

運営体制の改善に関する目標を達成する
ための措置

人事の適正化に関する目標を達成するた
めの措置
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○　新潟県立大学第２期（H27-32）　「平成２９年度事業計画」

業務運営の改善及び効率化に
関する目標

平成２９年度　計画

　第２期中期計画　第２期中期目標

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標
を達成するための措置

第３

　公募制などにより、幅広く、優秀
な人材の確保に努め、適切な人
的配置を行う。

52 　教職員の採用は原則公募制
とし、幅広く優秀な人材の確保
に努めるとともに、適切に配置
する。

人事
委員

会

52 　教職員の採用については、公募を原
則に幅広く優秀な人材の確保ができ
るよう取り組む。

総務財
務課

３ ３

　外部委託の有効活用や人的配
置を常に見直し、効率的かつ合
理的な事務組織を編成する。

53 　業務内容の変化や業務量の
変動に柔軟に対応するため、適
宜事務組織の見直しを行う。

総務
財務

課

53 　職員評価システムにおけるヒアリング
等により情報共有を図り、事務局全体
での業務分担の適正化を図る。

総務財
務課

54 　事務の効率化を図るため、適
宜事務処理方法の点検を行
い、また、必要に応じて外部委
託の見直しや拡充を行う。

総務
財務

課

54 　事務の効率化を図るため、適宜事
務処理方法の点検を行い、必要に応
じて外部委託を行う。

総務財
務課

　全学的な視点から教育研究組
織との連携のもとに、事務処理の
簡素化及び経費節減のため、事
務の集中化・電算化・情報化を
図る。

55 　事務の簡素化・平準化・迅速
化の観点から、財務会計・人事
給与・教務学生業務システム
の見直しを計画的に行う。

総務
財務

課

55 　新たに情報基盤センターを整備し、
情報化推進計画の立案、業務及び既
存システムの現状分析、課題整理を
行う。

総務財
務課

◎

・ 事務局の学生サポート満足度（学生生活、就職） 　

業務運営の改善及び効率化の成果を具体的に評価する指標としては、以下のものを採
用する。

事務の効率化・合理化に関する目標を達成
するための措置

事務の効率化・合理化に関する目
標
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○　新潟県立大学第２期（H27-32）　「平成２９年度事業計画」

財務内容の改善に関する目標

１ 1

　科学研究費補助金、受託研
究、寄附金等、外部資金の獲得
に努め、経常収益に占める外部
研究資金比率を高める。

56 　科学研究費等の助成に関す
る情報収集・申請・受入など
の、研究支援体制を強化すると
ともに、応募件数、採択率の向
上を図り、外部研究資金の獲
得増加を図る。

総務
財務

課

56 　科学研究費補助金をはじめ、外部資
金等に関する情報を的確に教員に提
供するとともに、受託研究の実施等に
係る対象機関との調整、手続き等を行
う。

総務財
務課

57 　研究成果を広く公開し、受託・
共同研究、寄附金等の増加を
図る。

総務
財務

課

57 　教員業績に関するデータの公表内容
を検討する。

総務財
務課

　授業料等学生納付金の適切な
料金設定を行うとともに、大学の
施設や知的財産を活用した新た
な財源を検討し、自己収入の増
加を図る。

58 　授業料など学生納付金は適
正な水準となるよう適宜見直す
とともに、有料講座や大学施設
の貸出し等の多様な事業に取り
組む。

総務
財務

課

58 　有料講座や大学施設の貸出し等の
自己収入に資する事業に取り組む。

総務財
務課

２ 経費の節減に関する目標
２

　教育研究の水準の維持、向上
に配慮しつつ、教職員定数の適
正化や業務内容の見直し、契約
方法の改善等の徹底した合理
化・効率化により、人件費を含む
経常的経費を節減する。

59 　教育研究水準の維持・向上
に配慮しつつ、計画的な人員
配置、業務委託の推進により人
件費の節減を図る。

総務
財務

課

59 　教育研究水準の維持・向上に配慮し
つつ、計画的な人員配置を行う。

総務財
務課

60 　教職員のコスト意識を高め、
業務改善や経費節減を促進す
る。

総務
財務

課

60 　教職員への経費節減の周知を行うと
ともに、引き続き業務改善・経費削減
に取り組む。

総務財
務課

61 　管理的経費については、契約
期間の複数年化や入札時にお
ける競争性の確保、共同購入
の仕組みを整備し、経費を節
減するとともに、省エネ・省資源
に努める。

総務
財務

課

61 　管理的経費の節減を図るよう、省エ
ネ・省資源に努める。

総務財
務課

　第２期中期計画

経費の節減に関する目標を達成するための
措置

平成２９年度　計画

　第２期中期目標

外部研究資金その他自己収入の増加に関
する目標を達成するための措置

第３ 財務内容の改善に関する目標を達成する
ための措置

第４

外部研究資金その他自己収入の
増加に関する目標
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○　新潟県立大学第２期（H27-32）　「平成２９年度事業計画」

財務内容の改善に関する目標

　第２期中期計画

平成２９年度　計画

　第２期中期目標

第３ 財務内容の改善に関する目標を達成する
ための措置

第４

３ ３

　適正な資産管理を行うととも
に、金融資産については経営的
視点から効果的かつ安全確実な
運用を図る。

62 　資金管理規程に基づき、安
全確実な資金運用・管理を行
う。

総務
財務

課

62 　予算の執行状況を見定め、引き続き
安全確実に資金の運用・管理を行う。

総務財
務課

　教育研究の水準の向上のた
め、施設整備の有効かつ効果的
な活用を図るとともに、教育研究
に支障のない範囲で、大学施設
の地域開放を行う。

63 　学会や講演会等の会場とし
て、大学施設を活用する。

総務
財務

課

63 　本学教員が関係する学会、検定、講
演会等の会場として、引き続き施設を
開放する。

総務財
務課

◎ 財務内容の改善の成果を具体的に評価する指標としては、以下のものを採用する。

・ 志願倍率（再掲）

・ 科学研究費補助金等の獲得件数

・ 外部研究資金比率（経常収益対応）

・ 自己収入比率（経常収益対応）

・ 教育研究費比率（経常収益対応）

資産の運用管理の改善に関する目標を達
成するための措置

資産の運用管理の改善に関する目
標
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○　新潟県立大学第２期（H27-32）　「平成２９年度事業計画」

自己点検・評価、外部評価の実
施及び評価結果の活用に関す
る目標

１ １

　自己点検・評価、外部評価を
定期的に実施し、その評価結果
を教育研究及び業務運営の改
善に活用する。

64 　自己点検・評価や法人評価
委員会及び認証評価機関によ
る外部評価の結果等を踏ま
え、教育研究活動や業務内容
の改善を行うとともに、評価結
果を積極的に公表する。

自己点
検・評価
委員会

64 　外部機関等の評価結果を踏まえつ
つ、自己点検・評価等に基づく教育研
究や業務内容の改善を行うとともに、
評価結果を公表する。

企画課

２ 情報提供に関する目標
２

65 　ホームページ、冊子等を通じ
て、以下の情報を広く公表・公
開する。

65

　中期目標、中期計画、年度
計画、財務諸表、自己点検・評
価結果、外部評価結果、教育
関連情報、研究成果、学術講
演、公開講座、地域連携　等

総務財
務課

業務推
進部

平成２９年度　計画

　第２期中期目標 　第２期中期計画

自己点検・評価、外部評価の実施及び評
価結果の活用に関する目標を達成するた
めの措置

 第４ 自己点検・評価、外部評価の実施及び評
価結果の活用に関する目標を達成するた
めの措置

第５

　公立大学としての説明責任を
果たし、大学の教育研究活動な
どについて県民の理解を得るた
め、大学に関する情報を積極的
に公表する。

　大学の教育研究活動や法人の運営
情報等をホームページ、冊子等を通じ
て積極的に公表する。

質保証・
戦略委

員会
広報委

員会

情報提供に関する目標を達成するための
措置

自己点検・評価、外部評価の実施
及び評価結果の活用に関する目標
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○　新潟県立大学第２期（H27-32）　「平成２９年度事業計画」

その他業務運営に関する重要事
項

１ １

　学生や教職員一人ひとりが、社
会の一員であることを自覚して、
社会規範及び法令等を遵守し、
県民の信頼を確保する。

66 　学生や教職員に対して、研修
会等によりコンプライアンスにつ
いての啓発を行う。

倫理委
員会

66 　教職員に対して、引き続きe-ラー
ニング講座の受講を促し、コンプラ
イアンスの啓発を行う。

教務学
生課

２
２

　良好な教育研究環境の維持・
向上を図るため、中長期的な展
望に基づく施設整備計画を策定
する。

67 　施設整備等の実情を調査・点
検し、将来必要となる維持管理
費や施設更新費を見積もり、中
長期的な展望に基づく施設整
備計画を策定する。

総務財
務課

企画課

67 　施設整備計画に基づき、施設、
学内システム、備品等の更新等を
検討し、適切に実施する。

総務財
務課

３ 安全管理に関する目標
３

　学生と教職員の安全衛生管理
に関する取組を充実する。

68 　学生に対して、防犯等に関す
る意識啓発を適切に行う。

学生部
委員会

68 　警察の協力を得ながら、防犯およ
び薬物に関する注意喚起を行う。

教務学
生課

69 　教職員への健康管理等を適
切に行う。

衛生委
員会

69 　教職員を対象に定期健康診断と
ストレスチェックを実施し、適切に教
職員の安全衛生管理を行う。

総務財
務課

教務学
生課

70 　消防訓練等危機管理に関す
る取組を充実する。

総務財
務課

70 　消防訓練を実施するとともに、危
機管理に適切に対応できる取組を
行う。

総務財
務課

４ 情報管理に関する目標
４

　個人情報の管理を徹底し、情
報セキュリティ体制の充実を図る
とともに、情報公開に対応するた
めの規程を適切に運用する。

71 　個人情報の管理を適切に行
い、情報セキュリティ体制の充
実を図るとともに、情報公開請
求があった場合において的確に
対応する。

総務財
務課

71 　個人情報の管理における情報セ
キュリティ体制の充実を図るととも
に、情報公開請求に対する具体的
対応手順の見直しを行う。

総務財
務課

　第２期中期計画

平成２９年度　計画

　第２期中期目標

第６

コンプライアンスの推進に関する目標を達成
するための措置

施設の効率的整備に関する目標を達成する
ための措置

 第５ その他業務運営に関する重要事項を達成す
るための措置

コンプライアンスの推進に関する目
標

施設の効率的整備に関する目標

安全管理に関する目標を達成するための措
置

情報管理に関する目標を達成するための措
置
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○　新潟県立大学第２期（H27-32）　「平成２９年度事業計画」

その他業務運営に関する重要事
項

　第２期中期計画

平成２９年度　計画

　第２期中期目標

第６  第５ その他業務運営に関する重要事項を達成す
るための措置

５ 人権に関する目標 ５

　教育研究・職場環境が損なわ
れることのないよう、ハラスメント
（セクシュアル・ハラスメント、アカ
デミック・ハラスメント、パワー・ハ
ラスメント等）を防止するための取
組を全学的に推進する。

72 　各種ハラスメント等の人権侵
害を防止するため、相談、啓
発、問題解決に全学的に取り
組む組織を設置するとともに、
学生や教職員に対し、定期的
に人権に関する啓発や研修を
実施する。

人権委
員会

72 　人権問題に関する啓発活動を行
い、引き続き各種ハラスメントの防
止に取り組む。

総務財
務課

　また、学内の様々な場におい
て、男女共同参画を推進する。

73 　男女共同参画の推進を図ると
ともに、学内の慣行や活動・勤
務状況等の実態を把握し、男
女均等な機会の提供と適切な
処遇を行う。

人権委
員会

73 　男女共同参画に関する研修等を
実施し、引き続き意識の啓発に取り
組む。

総務財
務課

６ 環境保全の推進に関する目標
６

　環境に配慮した業務運営を行
い、省エネルギーやリサイクルを
推進するとともに、廃棄物の適切
な処理と減量化に努める。

74 　グリーン購入や再生紙の利用
等の省エネルギーやリサイクル
の推進に努めるとともに、廃棄
物の分別を徹底し、その減量化
に努める。

総務財
務課

74 　環境に配慮した３Ｒ活動に取り組
むとともに、施設整備計画に基づく
設備等の更新時に、省エネルギー
に配慮した施工、機器の導入に努
める。
（３R･･･Reduce（リデュース）、Reuse
（リユース）、Recycle（リサイクル））

総務財
務課

環境保全の推進に関する目標を達成するた
めの措置

人権に関する目標を達成するための措置

18  



○
　

新
潟

県
立

大
学

第
２

期
（
H
2
7
-
3
2
）
　

平
成

２
９

年
度

計
画

　
【
指

標
】

別
表

１
（
教

育
指

標
）

別
表

１
（
教

育
指

標
）

考
　
え

　
方

達
成

年
度

目
標

値
考

　
え

　
方

達
成

年
度

目
標

値

国
際

地
域

学
部

T
O
E
IC

ス
コ

ア
毎

年
度

7
3
0
点

国
際

地
域

学
部

T
O
E
IC

ス
コ

ア
毎

年
度

7
3
0
点

人
間

生
活

学
部

T
O
E
IC

ス
コ

ア
毎

年
度

5
0
0
点

人
間

生
活

学
部

T
O
E
IC

ス
コ

ア
毎

年
度

5
0
0
点

管
理

栄
養

士
の

合
格

率
毎

年
度

1
0
0
%

管
理

栄
養

士
の

合
格

率
毎

年
度

1
0
0
%

社
会

福
祉

士
の

合
格

率
毎

年
度

全
国

1
0
位

以
内

社
会

福
祉

士
の

合
格

率
毎

年
度

全
国

1
0
位

以
内

3
志

願
倍

率
志

願
者

数
／

募
集

定
員

最
終

年
度

8
.5

倍
3

志
願

倍
率

志
願

者
数

／
募

集
定

員
最

終
年

度
8
.9

倍

4
授

業
内

容
満

足
度

5
段

階
評

価
の

上
位

2
位

／
回

答
数

毎
年

度
8
5
%

4
授

業
内

容
満

足
度

5
段

階
評

価
の

上
位

2
位

／
回

答
数

毎
年

度
8
5
%

5
離

学
し

た
学

生
の

割
合

退
学

者
数

／
入

学
者

数
毎

年
度

1
%

5
離

学
し

た
学

生
の

割
合

退
学

者
数

／
入

学
者

数
毎

年
度

1
%

6
教

員
の

学
生

サ
ポ

ー
ト
満

足
度

（
学

習
、
進

学
）

5
段

階
評

価
の

上
位

2
位

／
回

答
数

毎
年

度
8
0
%

6
教

員
の

学
生

サ
ポ

ー
ト
満

足
度

（学
習

、
進

学
）

5
段

階
評

価
の

上
位

2
位

／
回

答
数

毎
年

度
8
0
%

7
国

の
大

学
教

育
改

革
に

関
す

る
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

採
択

数
各

学
部

採
択

数
最

終
年

度
１
件

7
国

の
大

学
教

育
改

革
に

関
す

る
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

採
択

数
各

学
部

採
択

数
最

終
年

度
１
件

8
就

職
希

望
者

の
就

職
率

就
職

者
数

／
就

職
希

望
者

数
毎

年
度

1
0
0
%

8
就

職
希

望
者

の
就

職
率

就
職

者
数

／
就

職
希

望
者

数
毎

年
度

1
0
0
%

9
卒

業
生

の
就

職
・進

学
満

足
度

5
段

階
評

価
の

上
位

2
位

／
回

答
数

毎
年

度
9
0
%

9
卒

業
生

の
就

職
・進

学
満

足
度

5
段

階
評

価
の

上
位

2
位

／
回

答
数

毎
年

度
9
0
%

受
入

者
数

／
年

毎
年

度
2
６
人

受
入

者
数

／
年

毎
年

度
2
６
人

派
遣

者
数

／
年

毎
年

度
1
0
5
人

派
遣

者
数

／
年

毎
年

度
1
0
5
人

1
1

大
学

院
の

定
員

充
足

率
入

学
者

数
／

入
学

定
員

毎
年

度
1
0
0
%

1
1

大
学

院
の

定
員

充
足

率
入

学
者

数
／

入
学

定
員

毎
年

度
1
0
0
%

＊
３

　
Ｈ

2
7
：9

.3
倍

、
Ｈ

2
8
：9

.1
倍

、
Ｈ

2
9
：8

.9
倍

、
Ｈ

3
0
：8

.8
倍

、
Ｈ

3
1
：8

.6
倍

、
Ｈ

3
2
：8

.5
倍

別
表

２
（
研

究
指

標
）

別
表

２
（
研

究
指

標
）

考
　
え

　
方

達
成

年
度

目
標

値
考

　
え

　
方

達
成

年
度

目
標

値

1
2

受
託

・共
同

研
究

件
数

契
約

件
数

／
年

毎
年

度
1
6
件

1
2

受
託

・共
同

研
究

件
数

契
約

件
数

／
年

毎
年

度
1
6
件

1
3

科
学

研
究

費
補

助
金

等
の

出
願

件
数

出
願

件
数

／
年

毎
年

度
2
8
件

1
3

科
学

研
究

費
補

助
金

等
の

出
願

件
数

出
願

件
数

／
年

毎
年

度
2
8
件

論
文

数
／

年
毎

年
度

1
4
0
編

論
文

数
／

年
毎

年
度

1
4
0
編

査
読

付
き

論
文

数
／

年
毎

年
度

7
9
編

査
読

付
き

論
文

数
／

年
毎

年
度

7
9
編

英
語

論
文

数
／

年
毎

年
度

5
0
編

英
語

論
文

数
／

年
毎

年
度

5
0
編

1
5

学
会

報
告

件
数

報
告

件
数

／
年

毎
年

度
1
4
0
件

1
5

学
会

報
告

件
数

報
告

件
数

／
年

毎
年

度
1
4
0
件

1
6

著
書

・美
術

作
品

・
音

楽
活

動
等

の
発

表
数

発
表

数
／

年
毎

年
度

5
7
件

1
6

著
書

・美
術

作
品

・音
楽

活
動

等
の

発
表

数
発

表
数

／
年

毎
年

度
5
7
件

1
7

論
文

の
引

用
件

数
等

G
o
o
g
le

 S
ch

o
la

r検
索

ヒ
ッ

ト
数

／
年

毎
年

度
5
3
5
件

1
7

論
文

の
引

用
件

数
等

G
o
o
g
le

 S
ch

o
la

r検
索

ヒ
ッ

ト数
／

年
毎

年
度

5
3
5
件

第
２

期
中

期
計

画

1
0

留
学

生
の

受
入

・派
遣

数

（参
考

指
標

：
学

生
に

占
め

る
外

国
人

留
学

生
の

割
合

）

項
　
　
目

1
4

論
文

数
（査

読
の

有
無

で
区

分
及

び
英

語
論

文
数

）

項
　
　
目

1
卒

業
時

の
英

語
能

力
（世

界
的

に
認

め
ら

れ
た

標
準

的
な

能
力

評
価

テ
ス

トを
活

用
）

2
国

家
資

格
の

取
得

率
（管

理
栄

養
士

、
社

会
福

祉
士

等
）

　
＊

　
年

度
に

よ
り
目

標
値

が
異

な
る

指
標

（
３

、
1
9
、

2
7
）
に

つ
い

て
は

、
最

終
年

度
の

目
標

値
を

記
載

し
て

い
る

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（人

口
減

少
率

を
考

慮
し

、
年

度
ご

と
に

逓
減

）

平
成

2
9
年

度
計

画

項
　
　
目

2
国

家
資

格
の

取
得

率
（管

理
栄

養
士

、
社

会
福

祉
士

等
）

1
卒

業
時

の
英

語
能

力
（世

界
的

に
認

め
ら

れ
た

標
準

的
な

能
力

評
価

テ
ス

トを
活

用
）

1
0

留
学

生
の

受
入

・派
遣

数

（参
考

指
標

：学
生

に
占

め
る

外
国

人
留

学
生

の
割

合
）

項
　
　
目

1
4

論
文

数
（査

読
の

有
無

で
区

分
及

び
英

語
論

文
数

）
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○
　

新
潟

県
立

大
学

第
２

期
（
H
2
7
-
3
2
）
　

平
成

２
９

年
度

計
画

　
【
指

標
】

第
２

期
中

期
計

画
平

成
2
9
年

度
計

画

別
表

３
（
地

域
貢

献
・
国

際
化

指
標

）
別

表
３

（
地

域
貢

献
・
国

際
化

指
標

）

考
　
え

　
方

達
成

年
度

目
標

値
考

　
え

　
方

達
成

年
度

目
標

値

1
8

卒
業

生
を

採
用

し
た

企
業

の
満

足
度

5
段

階
評

価
の

上
位

2
位

／
回

答
数

毎
年

度
8
0
%

1
8

卒
業

生
を

採
用

し
た

企
業

の
満

足
度

5
段

階
評

価
の

上
位

2
位

／
回

答
数

毎
年

度
8
0
%

1
9

新
卒

者
の

県
内

就
職

数
就

職
者

数
／

年
最

終
年

度
1
5
0
人

1
9

新
卒

者
の

県
内

就
職

数
就

職
者

数
／

年
最

終
年

度
1
3
5
人

聴
講

者
数

／
年

毎
年

度
1
,0

4
0
人

聴
講

者
数

／
年

毎
年

度
1
,0

4
0
人

教
員

参
画

数
／

年
毎

年
度

1
9
人

教
員

参
画

数
／

年
毎

年
度

1
9
人

2
1

受
託

・共
同

研
究

件
数

（
再

掲
）

契
約

件
数

／
年

毎
年

度
1
6
件

2
1

受
託

・共
同

研
究

件
数

（再
掲

）
契

約
件

数
／

年
毎

年
度

1
6
件

2
2

国
・地

方
自

治
体

の
審

議
会

等
の

委
員

委
嘱

数
委

嘱
数

／
年

毎
年

度
8
0
件

2
2

国
・地

方
自

治
体

の
審

議
会

等
の

委
員

委
嘱

数
委

嘱
数

／
年

毎
年

度
8
0
件

2
3

大
学

・教
員

が
マ

ス
メ

デ
ィ

ア
に

取
り
上

げ
ら

れ
た

件
数

新
聞

等
の

掲
載

数
／

年
毎

年
度

8
0
件

2
3

大
学

・
教

員
が

マ
ス

メ
デ

ィ
ア

に
取

り
上

げ
ら

れ
た

件
数

新
聞

等
の

掲
載

数
／

年
毎

年
度

8
0
件

国
際

地
域

学
部

T
O
E
IC

ス
コ

ア
毎

年
度

7
3
0
点

国
際

地
域

学
部

T
O
E
IC

ス
コ

ア
毎

年
度

7
3
0
点

人
間

生
活

学
部

T
O
E
IC

ス
コ

ア
毎

年
度

5
0
0
点

人
間

生
活

学
部

T
O
E
IC

ス
コ

ア
毎

年
度

5
0
0
点

受
入

者
数

／
年

毎
年

度
2
６
人

受
入

者
数

／
年

毎
年

度
2
６
人

派
遣

者
数

／
年

毎
年

度
1
0
5
人

派
遣

者
数

／
年

毎
年

度
1
0
5
人

別
表

４
（
業

務
運

営
指

標
）

別
表

４
（
業

務
運

営
指

標
）

考
　
え

　
方

達
成

年
度

目
標

値
考

　
え

　
方

達
成

年
度

目
標

値

2
6

事
務

局
の

学
生

サ
ポ

ー
ト満

足
度

（学
生

生
活

、
就

職
）

5
段

階
評

価
の

上
位

2
位

／
回

答
数

毎
年

度
7
5
％

2
6

事
務

局
の

学
生

サ
ポ

ー
ト満

足
度

（
学

生
生

活
、

就
職

）
5
段

階
評

価
の

上
位

2
位

／
回

答
数

毎
年

度
7
5
％

別
表

５
（
財

務
内

容
指

標
）

別
表

５
（
財

務
内

容
指

標
）

考
　
え

　
方

達
成

年
度

目
標

値
考

　
え

　
方

達
成

年
度

目
標

値

2
7

志
願

倍
率

（再
掲

）
志

願
者

数
／

募
集

定
員

最
終

年
度

8
.5

倍
2
7

志
願

倍
率

（再
掲

）
志

願
者

数
／

募
集

定
員

最
終

年
度

8
.9

倍

2
8

科
学

研
究

費
補

助
金

等
の

獲
得

件
数

獲
得

件
数

／
年

毎
年

度
1
8
件

2
8

科
学

研
究

費
補

助
金

等
の

獲
得

件
数

獲
得

件
数

／
年

毎
年

度
1
8
件

2
9

外
部

研
究

資
金

比
率

（
経

常
収

益
対

応
）

外
部

研
究

資
金

／
経

常
収

益
毎

年
度

3
%

2
9

外
部

研
究

資
金

比
率

（経
常

収
益

対
応

）
外

部
研

究
資

金
／

経
常

収
益

毎
年

度
3
%

3
0

自
己

収
入

比
率

（
〃

）
自

己
収

入
／

経
常

収
益

毎
年

度
5
5
%

3
0

自
己

収
入

比
率

（〃
）

自
己

収
入

／
経

常
収

益
毎

年
度

5
5
%

3
1

教
育

研
究

費
比

率
（〃

）
教

育
研

究
費

／
経

常
収

益
毎

年
度

2
0
%

3
1

教
育

研
究

費
比

率
（〃

）
教

育
研

究
費

／
経

常
収

益
毎

年
度

2
0
%

＊
2
7
　

３
の

再
掲

2
5

留
学

生
の

受
入

・派
遣

数
（再

掲
）

（参
考

指
標

：
学

生
に

占
め

る
外

国
人

留
学

生
の

割
合

）

項
　
　
目

項
　
　
目

項
　
　
目

項
　
　
目

項
　
　
目

2
0

公
開

講
座

な
ど

の
聴

講
者

数
・
教

員
参

画
数

2
4

卒
業

時
の

英
語

能
力

（世
界

的
に

認
め

ら
れ

た
標

準
的

な
能

力
評

価
テ

ス
トを

活
用

）
（
再

掲
）

項
　
　
目

2
0

公
開

講
座

な
ど

の
聴

講
者

数
・教

員
参

画
数

2
5

留
学

生
の

受
入

・派
遣

数
（再

掲
）

2
4

卒
業

時
の

英
語

能
力

（世
界

的
に

認
め

ら
れ

た
標

準
的

な
能

力
評

価
テ

ス
トを

活
用

）（
再

掲
）

　
　

＊
1
9
　

Ｈ
2
7
～

Ｈ
2
9
：1

3
5
人

、
Ｈ

3
0
～

Ｈ
3
2
：1

5
0
人

（定
員

増
の

H
2
7
入

学
生

が
H
3
0
に

卒
業

す
る

こ
と

を
反

映
）

（参
考

指
標

：学
生

に
占

め
る

外
国

人
留

学
生

の
割

合
）
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○
　

新
潟

県
立

大
学

第
２

期
（
H
2
7
-
3
2
）
　

平
成

２
９

年
度

計
画

　
【
予

算
】

第
６

　
予

算
（
人

件
費

の
見

積
り
を

含
む

。
）
、

収
支

計
画

及
び

資
金

計
画

第
６

　
予

算
（
人

件
費

の
見

積
り
を

含
む

。
）
、

収
支

計
画

及
び

資
金

計
画

　
１

　
予

算
　

１
　

予
算

（
単

位
：百

万
円

）
（単

位
：百

万
円

）
区

　
　

　
分

区
　

　
　

分

　
収

入
　

収
入

　
　

 運
営

費
交

付
金

4
,4

1
1

　
　

 運
営

費
交

付
金

7
8
5

　
　

 自
己

収
入

4
,4

4
4

　
　

 自
己

収
入

7
4
8

　
　

　
　

授
業

料
及

び
入

学
検

定
料

収
入

4
,3

7
4

　
　

　
　

授
業

料
及

び
入

学
検

定
料

収
入

7
3
6

　
　

　
　

雑
収

入
7
0

　
　

　
　

雑
収

入
1
2

　
 　

受
託

研
究

等
収

入
及

び
寄

附
金

収
入

等
1
0
8

　
 　

受
託

研
究

等
収

入
及

び
寄

附
金

収
入

等
0

　
　

 目
的

積
立

金
取

崩
収

入
1
0
3

計
8
,9

6
3

計
1
,6

3
6

　
支

出
　

支
出

　
 　

業
務

費
8
,8

5
5

　
 　

業
務

費
1
,5

6
3

　
　

　
　

教
育

研
究

経
費

1
,9

5
9

　
　

　
　

教
育

研
究

経
費

2
8
2

　
　

　
　

人
件

費
6
,5

4
6

　
　

　
　

人
件

費
1
,1

4
6

　
　

　
　

一
般

管
理

費
3
5
0

　
　

　
　

一
般

管
理

費
1
3
5

　
　

 受
託

研
究

等
経

費
及

び
寄

附
金

事
業

費
等

1
0
8

　
　

 受
託

研
究

等
経

費
及

び
寄

附
金

事
業

費
等

0
　

　
 施

設
整

備
費

7
3

計
8
,9

6
3

計
1
,6

3
6

（注
）

【人
件

費
の

見
積

り
】

中
期

目
標

期
間

中
総

額
6
,5

4
6
百

万
円

を
支

給
す

る
。

（退
職

手
当

は
除

く
）

第
２

期
中

期
計

画
平

成
2
9
年

度
計

画

平
成

2
7
年

度
～

平
成

3
2
年

度
予

算
平

成
2
9
年

度

金
　

　
　

額
金

　
　

　
額

　
平

成
2
4
、

2
5
年

度
の

実
績

額
を

基
礎

と
し

、
平

成
2
7
年

度
の

大
学

院
開

学
及

び
入

学
定

員
増

に
伴

う
増

加
分

を
踏

ま
え

、
予

算
額

を
試

算
し

て
い

る
。

　
金

額
に

つ
い

て
は

見
込

み
で

あ
り
、

各
事

業
年

度
の

運
営

費
交

付
金

に
つ

い
て

は
、

予
算

編
成

過
程

に
お

い
て

決
定

さ
れ

る
。

注
１

　
人

件
費

の
見

積
額

に
つ

い
て

は
、

教
員

配
置

計
画

に
基

づ
く
教

職
員

数
を

踏
ま

え
試

算
し

て
お

り
、

特
別

昇
給

及
び

ベ
ー

ス
ア

ッ
プ

は
含

ま
な

い
。

注
２

　
退

職
手

当
に

つ
い

て
は

、
公

立
大

学
法

人
新

潟
県

立
大

学
職

員
退

職
規

程
に

基
づ

き
支

給
す

る
こ

と
と

す
る

が
、

運
営

費
交

付
金

と
し

て
措

置
さ

れ
る

額
に

つ
い

て
は

、
各

事
業

年
度

の
予

算
編

成
過

程
に

お
い

て
算

定
さ

れ
る

。
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○
　

新
潟

県
立

大
学

第
２

期
（
H
2
7
-
3
2
）
　

平
成

２
９

年
度

計
画

　
【
予

算
】

第
２

期
中

期
計

画
平

成
2
9
年

度
計

画

　
２

　
収

支
計

画
　

２
　

収
支

計
画

（
単

位
：百

万
円

）
（単

位
：百

万
円

）
区

　
　

　
分

区
　

　
　

分

　
費

用
の

部
　

費
用

の
部

　
 　

経
常

経
費

8
,7

3
5

　
 　

経
常

経
費

1
,5

9
0

　
　

　
　

業
務

費
8
,1

1
9

　
　

　
　

業
務

費
1
,4

1
9

　
　

　
　

　
　

教
育

研
究

経
費

1
,5

1
9

　
　

　
　

　
　

教
育

研
究

経
費

2
7
0

　
　

　
　

　
　

受
託

研
究

費
等

5
4

　
　

　
　

　
　

受
託

研
究

費
等

3
　

　
　

　
　

　
人

件
費

6
,5

4
6

　
　

　
　

　
　

人
件

費
1
,1

4
6

　
　

　
　

一
般

管
理

費
2
4
9

　
　

　
　

一
般

管
理

費
1
2
2

　
　

　
　

財
務

費
用

0
　

　
　

　
財

務
費

用
0

　
　

　
　

雑
損

0
　

　
　

　
雑

損
0

　
　

　
　

減
価

償
却

費
3
6
7

　
　

　
　

減
価

償
却

費
4
9

　
　

 臨
時

損
失

0
　

　
 臨

時
損

失
0

　
収

入
の

部
　

収
入

の
部

　
 　

経
常

収
益

8
,7

3
5

　
 　

経
常

収
益

1
,4

8
7

　
　

　
　

運
営

費
交

付
金

収
益

3
,9

7
0

　
　

　
　

運
営

費
交

付
金

収
益

7
0
7

　
　

　
　

授
業

料
収

益
3
,4

3
4

　
　

　
　

授
業

料
収

益
5
7
6

　
　

　
　

入
学

金
収

益
7
0
2

　
　

　
　

入
学

金
収

益
1
2
0

　
　

　
　

検
定

料
収

益
2
3
8

　
　

　
　

検
定

料
収

益
4
0

　
　

　
　

受
託

研
究

等
収

益
5
4

　
　

　
　

受
託

研
究

等
収

益
3

　
　

　
　

寄
附

金
収

益
5
4

　
　

　
　

寄
附

金
収

益
8

　
　

　
　

財
務

収
益

0
　

　
　

　
財

務
収

益
0

　
　

　
　

雑
益

7
0

　
　

　
　

雑
益

1
2

　
　

　
　

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

等
戻

入
6
9

　
　

　
　

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

等
戻

入
1
9

　
　

　
　

資
産

見
返

寄
附

金
戻

入
2
1

　
　

　
　

資
産

見
返

寄
附

金
戻

入
1

　
　

　
　

資
産

見
返

物
品

受
増

額
戻

入
1
2
3

　
　

　
　

資
産

見
返

物
品

受
増

額
戻

入
1

　
　

 臨
時

利
益

0
　

　
 臨

時
利

益
0

　
純

利
益

0
　

純
利

益
△

 1
0
3

　
目

的
積

立
金

取
崩

1
0
3

　
総

利
益

0
　

総
利

益
0

平
成

2
7
年

度
～

平
成

3
2
年

度
予

算
平

成
2
9
年

度

金
　

　
　

額
金

　
　

　
額

注
３

　
収

支
計

画
と

予
算

及
び

資
金

計
画

と
の

金
額

の
違

い
は

、
減

価
償

却
に

係
る

も
の

で
あ

る
。
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○
　

新
潟

県
立

大
学

第
２

期
（
H
2
7
-
3
2
）
　

平
成

２
９

年
度

計
画

　
【
予

算
】

第
２

期
中

期
計

画
平

成
2
9
年

度
計

画

　
３

　
資

金
計

画
　

３
　

資
金

計
画

（
単

位
：百

万
円

）
（単

位
：百

万
円

）
区

　
　

　
分

区
　

　
　

分

　
資

金
支

出
8
,9

6
3

　
資

金
支

出
1
,6

3
6

　
　

 業
務

活
動

に
よ

る
支

出
8
,0

8
0

　
　

 業
務

活
動

に
よ

る
支

出
1
,4

7
9

　
　

 投
資

活
動

に
よ

る
支

出
6
9
1

　
　

 投
資

活
動

に
よ

る
支

出
1
2
3

　
　

 財
務

活
動

に
よ

る
支

出
1
9
2

　
　

 財
務

活
動

に
よ

る
支

出
3
4

　
　

 次
期

中
期

目
標

期
間

へ
の

繰
越

金
0

　
　

 次
期

中
期

目
標

期
間

へ
の

繰
越

金
0

　
資

金
収

入
8
,9

6
3

　
資

金
収

入
1
,6

3
6

　
　

 業
務

活
動

に
よ

る
収

入
8
,9

6
3

　
　

 業
務

活
動

に
よ

る
収

入
1
,5

3
3

　
　

　
　

運
営

費
交

付
金

に
よ

る
収

入
4
,4

1
1

　
　

　
　

運
営

費
交

付
金

に
よ

る
収

入
7
8
5

　
　
 　

　
授

業
料

及
び

入
学

金
検

定
料

に
よ

る
収

入
4
,3

7
4

　
　
　
 　

授
業

料
及

び
入

学
金

検
定

料
に

よ
る

収
入

7
3
6

　
　

　
　

受
託

研
究

等
収

入
1
0
8

　
　

　
　

受
託

研
究

等
収

入
0

　
　

　
　

そ
の

他
の

収
入

7
0

　
　

　
　

そ
の

他
の

収
入

1
2

　
　

 投
資

活
動

に
よ

る
収

入
0

　
　

 投
資

活
動

に
よ

る
収

入
0

　
　

 財
務

活
動

に
よ

る
収

入
0

　
　

 財
務

活
動

に
よ

る
収

入
0

　
　

 前
期

（中
期

目
標

期
間

か
ら

の
）
繰

越
金

0
　

　
 前

期
（中

期
目

標
期

間
か

ら
の

）繰
越

金
1
0
3

平
成

2
7
年

度
～

平
成

3
2
年

度
予

算
平

成
2
9
年

度

金
　

　
　

額
金

　
　

　
額
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○
　

新
潟

県
立

大
学

第
２

期
（
H
2
7
-
3
2
）
　

平
成

２
９

年
度

計
画

　
【
予

算
】

第
２

期
中

期
計

画
平

成
2
9
年

度
計

画

第
７

　
短

期
借

入
金

の
限

度
額

第
７

　
短

期
借

入
金

の
限

度
額

　
１

　
短

期
借

入
金

の
限

度
額

　
１

　
短

期
借

入
金

の
限

度
額

　
　

２
億

　
　

２
億

　
２

　
想

定
さ

れ
る

理
由

　
２

　
想

定
さ

れ
る

理
由

第
８

　
出

資
等

に
係

る
不

要
財

産
の

処
分

に
関

す
る

計
画

第
８

　
出

資
等

に
係

る
不

要
財

産
の

処
分

に
関

す
る

計
画

　
　

 な
し

　
　

 な
し

第
９

　
出

資
等

に
係

る
不

要
財

産
以

外
の

重
要

な
財

産
を

譲
渡

し
、

ま
た

は
担

保
に

供
す

る
計

画
第

９
　

出
資

等
に

係
る

不
要

財
産

以
外

の
重

要
な

財
産

を
譲

渡
し

、
ま

た
は

担
保

に
供

す
る

計
画

　
 　

な
し

　
 　

な
し

第
1
0
　

剰
余

金
の

使
途

第
1
0
　

剰
余

金
の

使
途

第
1
1
　

そ
の

他
設

立
団

体
の

規
則

で
定

め
る

業
務

運
営

に
関

す
る

事
項

第
1
1
　

そ
の

他
設

立
団

体
の

規
則

で
定

め
る

業
務

運
営

に
関

す
る

事
項

　
１

　
施

設
及

び
設

備
に

関
す

る
計

画
　

１
　

施
設

及
び

設
備

に
関

す
る

計
画

　
　

各
事

業
年

度
の

予
算

編
成

過
程

等
に

お
い

て
決

定
す

る
。

　
　

各
事

業
年

度
の

予
算

編
成

過
程

等
に

お
い

て
決

定
す

る
。

　
２

　
人

事
に

関
す

る
計

画
　

２
　

人
事

に
関

す
る

計
画

　
３

　
積

立
金

の
使

途
　

３
　

積
立

金
の

使
途

　
　

な
し

　
　

な
し

　
４

　
そ

の
他

法
人

の
業

務
運

営
に

関
し

必
要

な
事

項
　

４
　

そ
の

他
法

人
の

業
務

運
営

に
関

し
必

要
な

事
項

　
　

な
し

　
　

な
し

　
　

 決
算

に
お

い
て

剰
余

金
が

発
生

し
た

場
合

は
、

教
育

研
究

の
質

の
向

上
並

び
に

　
組

織
運

営
及

び
施

設
設

備
の

改
善

に
充

て
る

。
　

　
 決

算
に

お
い

て
剰

余
金

が
発

生
し

た
場

合
は

、
教

育
研

究
の

質
の

向
上

並
び

に
　

組
織

運
営

及
び

施
設

設
備

の
改

善
に

充
て

る
。

　
　

大
学

の
教

育
研

究
等

の
質

の
向

上
に

関
す

る
目

標
や

業
務

運
営

の
改

善
及

び
効

率
化

に
関

す
る

目
標

を
達

成
す

る
た

め
定

数
管

理
等

の
計

画
を

策
定

し
、

人
材

の
養

成
や

人
件

費
の

適
正

な
管

理
を

行
う

。

　
　

大
学

の
教

育
研

究
等

の
質

の
向

上
に

関
す

る
目

標
や

業
務

運
営

の
改

善
及

び
効

率
化

に
関

す
る

目
標

を
達

成
す

る
た

め
定

数
管

理
等

の
計

画
を

策
定

し
、

人
材

の
養

成
や

人
件

費
の

適
正

な
管

理
を

行
う

。

　
 運

営
費

交
付

金
の

受
入

れ
遅

延
及

び
事

故
の

発
生

等
に

よ
り
緊

急
に

必
要

と
な

る
対

策
費

と
し

て
借

り
入

れ
る

こ
と

が
想

定
さ

れ
る

。
　

 運
営

費
交

付
金

の
受

入
れ

遅
延

及
び

事
故

の
発

生
等

に
よ

り
緊

急
に

必
要

と
な

る
対

策
費

と
し

て
借

り
入

れ
る

こ
と

が
想

定
さ

れ
る

。

24  



・剰余金の


